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Ⅰ は じ め に

本稿を執筆している 2009年秋，今年度の公認会計士試験合格者はきわめて厳しい就

職活動を強いられていた。監査法人の採用枠が合格者の数を大きく下回っていたからで

ある。試験に合格しさえすれば当然実務補習は受けられるので，あとはどこかの監査法

人に就職するだけ，それもそんなに困難なことではない，と考えて勉強に打ち込んでき

た受験生の間に，突然，合格しても監査法人に就職できないかもしれないという噂が拡

がった。何が何でも監査法人の内定を得ようと躍起になっても，採用枠が小さいという

現実は如何ともしがたく，途方に暮れる合格者の数は決して無視できるほど小さくはな

かったのである。

しかしながら，実は，監査法人に就職することだけが公認会計士になる唯一の道では

ない。公認会計士になるための要件について，金融庁のホームページには次のように説

明されてい
1

る。

「改正法による『公認会計士となる資格を有する者』となるには，以下の要件のすべ

てを満たす必要があります。

（1）新試験に合格した者（免除された者を含む）であること

（2）業務補助等の期間が 2年以上である者であること

（3）実務補習を修了し，内閣総理大臣の確認を受けた者であること

以上の要件をすべて満たした者は，日本公認会計士協会に供える公認会計士名簿に登

録することができます。」
────────────
１ http : //www.fsa.go.jp/ordinary/kouninkaikeisi/index.html（金融庁ホームページ。「公認会計士の登録 Q&A」）

（ 209 ）１



これらのうち，（2）の業務補助等の「等」とは何を意味するのであろうか。それにつ

いては次のように説明されている。

「1．業務補助等

公認会計士の登録要件である業務補助等には，業務補助及び実務従事がありま

す。また，業務補助等の期間は，業務補助，実務従事を通算して 2年以上の期間が

必要です。なお，業務補助等の期間については，試験合格の前後を問いません。

（1）業務補助（監査証明業務について公認会計士又は監査法人を補助）

業務補助は，1年につき 2以上の法人（当該法人が金融商品取引法に規定する上

場会社等や会社法に規定する大会社など，公認会計士又は監査法人の監査を受ける

こととなっている場合には 1社以上）の監査証明業務を対象として行わなければな

りません。なお，業務補助については，常勤，非常勤を問いません。

（2）実務従事（財務に関する監査，分析その他の実務に従事）

実務従事は，公認会計士の中核的業務である監査と類似した以下の業務が対象と

なります。」

このように，業務補助等の「等」には「業務補助」と「実務従事」の 2種類が含まれ

ているということがわかる。これらのうちの業務補助は理解可能であるとして，実務従

事とは何を指すのであろうか。ホームページでは法令で定められた民間企業の業務とし

て，資本金 5億円以上の企業と 5億円未満の企業における実務従事の具体例と，銀行や

信託会社の事務の例を次のように具体的に列挙している。

「・資本金額 5億円以上の法人において，原価計算その他の財務分析に関する事

務

一般企業（業種は問いません。）の財務部・経理部等で財務分析の仕事に従事

（単純な経理事務や記帳業務等は不可）等

・銀行や信託会社等において，貸付け，債務の保証その他これらに準ずる資金の運

用に関する事務」

さらには，法令で定められた公的機関の業務として，国税局（税務署）において，税

務調査の業務を担当したこと，および，県庁において市町村の財務監査や地方交付税に

関する検査の業務を担当したことまでが実務として例示されている。

ところがこれらの具体的な情報が判りやすく説明されている囲みの最後の欄外に，

（注）として次のように記されているのである。
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「なお，『実務従事』の審査においては，『実務従事』として認められる業務に該当

するかどうか，所属部署，職種などによって一律・形式的に判断するものではな

く，当該業務において，継続的に法令で定められた事務（財務分析に関する事務

等）を行っていたかどうかを中心に，個別に判断することとなりますので，ご質問

等がありましたら金融庁までご連絡願います。」

この最後の（注）の文中の「行っていたかどうか」という過去形の文章の存在によっ

て，公認会計士になるための実務従事に該当するかどうかは前もって確定的に示される

のではなく，従事した後の事後的にしか確定しないということを意味していることがわ

かる。それまでの厖大な説明を一気に不確定な内容にしてしまうこのような（注）のつ

いた説明は，果たして，公認会計士試験に合格しながら監査法人に採用されなかった公

認会計士志望者に対して監査法人に就職すること以外のどのような道を進めば公認会計

士になることができるかについて理解させるとともに，それを納得させることができる

ものと言えるのであろうか。

改めて考えてみるに，わが国の公認会計士業界は 2009年度合格者の 2229名すら監査

法人に吸収することができないほどパイの小さなものだったのであろうか。しかも現状

としては，監査法人に就職する以外に公認会計士になる道筋はないにもかかわらず。そ

れほど基盤の整備されていない職業会計士業界なのだとしたら，このような脆弱性は何

に由来しているのであろうか。

本稿においては，戦後，わが国の公認会計士監査制度がスタートしようとしていた時

点において，当時のわが国の職業会計士であった計理士に対して一人の大蔵事務官が行

った講演を振り返り，わが国において公認会計士制度を創設しようとしていた際の意図

を再確認するとともに，そこで示されていた「計理士制度を廃止して新たに創設する公

認会計士制度」について示された基本的考え方が一種のデジャヴ現象を呼び起こすこと

を指摘し，わが国の会計士監査制度が長年にわたって内包してきている問題点を探る一

助としたい。

Ⅱ 公認会計士法解説とデジャヴ

1948年 7月 16日，大蔵省事務官の林大造氏が一つの講演を行っ
2

た。この日のちょう

ど 10日前には「公認会計士」法が公布されており，その大部分の規定がこの日の 2週

間後から施行される予定になっていた。そして，聴衆は，この法律の施行に伴って日本
────────────
２ 林大造述，日本計理士會代謄写『公認会計士法解説』1948年。なお，林事務官は，後年，大蔵省国際
金融局長のポストにつく。
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社会から姿を消す運命にあった「計理士」たちであった。

林事務官がこのような講演をしたということについては現在ではほとんど振返られる

ことがないが，そこで語られた内容は短いながらもきわめて示唆に富んだものとなって

いると私は考える。しかし，その一方で，私はこの講演録を読んだ際に強いデジャヴ現

象にも見舞われるのである。

林事務官は，次の諸観点から，公認会計士の制度を今回あらたに構築する根拠につい

て説明した。

1．欧米における会計士の歴史的展開に関する考察

2．それとの比較でわが国の計理士制度の欠点についての指摘

3．計理士を公認会計士に置き換えなければならない根拠

4．公認会計士の将来の発展方向

以下，これらの論点について考察を行うとともに，この講演録を読むのは初めてであ

ったにも係わらず，どうしてこれらの論点が私にデジャヴ現象を感じさせたのかを論じ

ていこう。

1．欧米における会計士の歴史的展開に関する視点

欧米といいながら，林事務官が例示したのは英国のチャータード・アカウンタントと

米国の CPA がどのような社会的経済的要請のもとで発展を遂げてきたか，という説明

であった。とくに前者について，歴史が古いことと世界最大の会計士協会を組織してい

る点を高く評価したうえで，その発展が株式会社の発達と本質的な結びつきのあったこ

とを指摘し
3

た。

この指摘の要点を簡単にまとめると，次のようになる。

資本主義の発展 ⇒ 大資本に対する必要性の高まり

大資本に対する必要性の高まり ⇒ 無限責任でない新たな会社制度の必要性の高まり

新たな会社制度の必要性の高まり ⇒ 有限責任の株式会社制度の創設・発展

株式会社の発展 ⇒ 株主の分化（投機株主・投資株主・企業者株主）

投資株主が社会の投資ルートの中心になる ⇒ 投資の保護の必要性の高まり

投資の保護の必要性の高まり ⇒ 株式等の証券価格の安定の必要性の高まり

このような状況のもとで「あってはならないこと」が，大株主と会社当局の結託によ
────────────
３ 同書，2−3ページ。
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る蛸配当や，経営内容の悪化に起因する破産であり，これらが生じると社会の経済機構

の全般まで掻き乱されるとして，「・・・こういう経理上の不正が行われぬことを監視

するために，又株式会社制度において投資株主と会社の経営の実態を結付ける唯一のつ

ながりをなして（いる＝筆者補足）財務書類が，真実に会社の経理状態を表しておるこ

とを保証するために，公正な第三者として会社の経理を監査し，財務書類の真実性を保

証するという一つの職業が必要になって参りま
4

す」と述べて，英国と米国の職業会計士

がそのような使命を持って生まれてきたと説明する。ここでは経理上の不正の監視と財

務書類の真実性の保証の 2点が会計士監査の機能であるということが明確に強調されて

いる。

そして，現に，米国では証券取引法のもとで証券取引委員会に提出される財務計算書

類は会計士の監査証明が必要であるという法的制度が構築されているし，英国でも 1946

年の商法改正案において株式会社の監査役にはチャータード・アカウンタントでなけれ

ばなることができないという法的制度を通して財務諸表の真実性をチャータード・アカ

ウンタントが保証する制度が確保されていると例示するのである。

【デジャヴ】

これらの論点に異論を挟む余地はないであろう。しかしながら，これらの論点は，こ

の講演の行われた 1948年という時点よりもはるか以前のわが国においてすでに示され

ていたのではなかったのか，という既視感に襲われるのである。というのは，すでに拙
5

著において詳しく論じたように，具体的には，

�1909年に，農商務省商務局により『公許会計士制度調査書』が公表された，

�1914～1925にかけて，帝国議会に「会計監査士法案」もしくは「会計士法案」が

繰り返し提案されていた，

という歴史的事実が存在しており，林事務官の説明はこの日に初めて耳にする目新しい

ものではなく，その 20～40年前の議論を彷彿させるものであった。

一例を挙げるならば，欧米における会計士の歴史的展開との関連で，第 41帝国議会

（1918−19）において，会計監査士法案の提案者は次のように主張した。すなわち，第

一次世界大戦中にわが国で新設された株式会社の資本金総額は 50億円に達することと

なったが，その結果，

大規模株式会社の存在 ⇒ 国民一般の経済と重大な関係

大規模株式会社 ⇒ 注意深い監視の必要性
────────────
４ 同書，3ページ。
５ 拙著『日本の公認会計士監査』森山書店，1999年。
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そのような状況のもとでは，

「利害関係ノナイ第三者ヲシテ，其ノ状態ヲ調査セシメテ置クト云フコトハ，経済

上最モ必要ナ事デアラウト考ヘルノデアリマス，此ニ於テ専門ノ智識経験ノアル

者，独立不羈ノ地位ニ在ル者ヲ公認スル」

ことが重要であるとの見解が示されていたのであ
6

る。

このように，国民経済との関係で会計士監査の重要性が明確に指摘されていたにも係

わらず，帝国議会で提案が認められることはなかった。したがって，そのような経緯を

知っているものの目からは，過去の提案を反故にしておきながら，何を今さら歴史をひ

も解くことによって公認会計士の業務の社会的重要性を説こうとするのか，といささか

冷ややかな思いにとらわれるのである。

2．英米と比較したうえでのわが国の計理士制度の欠点についての指摘

林事務官は，わが国の計理士制度の現状を英米の制度と比較して次のように説明し

た。すなわち，1927年に誕生した計理士は，1948年 7月 6日現在の最終の登録総数と

しては約 2万 5千名もの多数に上るものの，「・・・遺憾ながら社会の信用を完全に備

え，公正な第三者として財務書類の監査証明をする慣例が成立するまでには至っていな

い現
7

状」であると述べ，冒頭には「遺憾ながら」との主観的な断りを入れたのである。

この「遺憾ながら」という言葉が，はたして林事務官が心底そのように思っていたとこ

ろから出た言葉だったのか，それとも新しい制度の必然性をより強く印象づけるととも

に，その新しい制度が立ち上がれば自分たちの職業の基盤を失ってしまう人たちに対し

て新しい制度構築の正当性を納得させるための修辞的使用であったのかを推し量ること

はそれほど困難なことではない。明治，大正時代のわが国には，後者であることを強く

証拠づける歴史的事実が存在しているのである。

それはさておき，計理士制度が社会的信用を得ることができず，公正な第三者として

財務書類の監査証明をする慣例がわが国で成立しなかった理由として，林事務官は，計

理士法の欠陥，社会的地盤が備わらなかったこと，国の政策的問題点を指摘したうえ

で，次の 5点について具体的に論じた。まず，各論点が計理士制度の欠陥を明らかにす

るとともに公認会計士制度を創設するに至った経緯について説得力のある説明になって

いるかどうか，検討してみよう。

漓 計理士法には制定当初から固有の欠陥があった

周知のように，計理士には無試験の制度があ
8

り，会計学を修めて大学や専門学校を卒
────────────
６ 同書，186−187ページ。
７ 林大造述，日本計理士會代謄写，前掲書，4ページ。
８ 2万 5千名の登録者中，実際に計理士業務を行っている人は 3千名に満たず，加えて，実際に試験に合
格して登録した人は 131名に過ぎなかった，と計理士の実態が推定されている。（日本公認会計士協 �

同志社商学 第６１巻 第４・５号（２０１０年１月）６（ 214 ）



業すれば計理士試験を受けなくても登録できた。この点についてはよく知られており，

計理士制度を廃止して新たに公認会計士制度を構築する際の有力な根拠とされている

が，この点が重大な欠陥であると説明する林事務官の論拠は，登録者と開業者との間に

大きな乖離があることにより「主務大臣が計理士の業務を監督するに当って，果して誰

がどういうふうに現実に仕事をやっておるのかということの把握が全然できません。従

って，懲戒規定などの発動は全然行われ得ない状態でありまして従って，計理士という

ものは野放しになっておる。その結果が，計理士の中で一人二人非常に悪い方が出ます

と，それが新聞に載り，それが計理士全体の水準が低いというふうな誤解を招くことに

なるという欠点があっ
9

た」という認識へと続くのである。

しかしながら，この説明はまったく当を得ていない。誰が考えてもわかることであろ

うが，計理士試験に合格しなくても計理士に登録することができるということ自体は，

計理士に相応しい専門的能力があるかどうかという計理士としての資格に関する問題で

ある。このことと，登録者と開業者との間の人数の開きや，主務大臣による監督や懲戒

規定の発動とは直接の関係がない。ましてや，主務大臣による監督や懲戒規定の発動が

行われたならば計理士の中に悪い人間は出ないかのような説明は，聴衆の理解水準を低

く見るとともに，自分たちの行政能力を高く評価した発言ではないかと推測したくなる

ほどである。あの難しい司法試験に合格した人たち全員が善人でないことは数々の不祥

事が実証しているところである。

滷 資格そのものの社会的地位が低かった

計理士の資格が無試験で取得できるという上記の欠点と関連した問題と認識したうえ

で，林事務官は計理士資格が低いことを問題点の 2番目にあげている。興味深いこと

は，この説明が，計理士としての専門知識に関する観点ではなく，実務経験と資格取得

システムの観点から，英国の制度との比較において次のように説明されたことである。

すなわち，「英国のチァータード・アカウンタントにしても，大学を卒業してから三年

間実務を見習わなくてはいけない。而も，その間中間試験に合格し，最終試験に合格し

て，初めてチァータード・アカウンタントになれる。ところが，我が国の計理士は，大

学，専門学校を出ると直ぐになれる」ところが問題であって，これでは「全般的に資格

が低いことになり，従って計理士の提供するサービスも低いことになって，計理士全体

の水準を落す結果になったと思いま
10

す」と説明されている。

蓋しこの説明は卓見である。そのように考える理由は次のとおりである。

まず，大学を卒業してから無資格のまま 3年間の実務経験を積む点については次のよ

────────────
� 会京滋会編著『日本の公認会計士』中央経済社，1997年，3ページ。）
９ 林大造述，日本計理士會代謄写，前掲書，5ページ。
１０ 同書，5−6ページ。
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うな長所がある。大学を卒業してから無資格のまま 3年間の実務経験を積むことが求め

られる制度のもとでは，いくら優秀であっても大学卒業時点で会計士の資格を取ること

はできない。そのため，会計士を志望する大学生は在学中の全期間にわたって学業に専

念することができるのであ
11

る。言い換えれば，わが国の現在の公認会計士試験制度のよ

うに，受験専門学校に通うことは意味を持たなくなるわけである。

次に，無資格のままで実務経験を積みながら，中間試験と最終試験を受験して合格し

て会計士の資格を取る点については次のような長所がある。3年間の実務経験を積んで

いる期間が無資格だということは，まさに「見習い」という表現が当てはまる謙虚な姿

勢で最初の実務経験を積むことを意味している。昨今耳にするような，会計士試験に合

格しているのに単純な仕事しかさせてもらえないという若手会計士の監査法人に対する

不満や，その不満に対して仕事もできないくせに勝手なことばかり言うという監査法人

側の不満は，このような仕組みのもとではおそらく解消されることであろう。

さらに，林事務官はここで触れていないが，英国のシステムを補足しておくと，会計

士志望者はこの 3年間に会計事務所で給料を貰いながら会計士協会の登録学生となって

専門知識を身につけるとともに実務経験を積むのである。そのために，大学生はまず大

学生の身分で会計事務所の採用試験を受けて合格することが必要となる。合格すると会

計士への道が開けるが，不合格の場合には会計士以外の道を進むことになる。これが大

学卒業前に行われるので，わが国で 2009年秋に起きたような，会計士試験に合格した

にも係わらず監査法人に就職することができないという会計士志願者にとってはそれま

での人生をどのようにして取り戻せばいいのか途方に暮れるような深刻な事態は生じな

い。その上，教育を受け持つ責任主体は会計士協会であって，大学でもなければ受験専

門学校でもない。まさしく，会計士が会計士を育てるのである。

林事務官が例として取り上げたこの英国の仕組みはきわめて重要であろう。英国にお

ける会計士という専門職の社会的地位の高さは特筆に値するが，この会計士を育てる仕

組みが英国における会計士の名声の高さにつながっていることは明らかである。通算 2

年半の期間を英国で生活し，さまざまな場面で英国の会計士の活躍を目の当たりにする

とともに英国社会における会計士の評価の高さを実感した多くの経験を有する私は，こ

の点について自信を持って断言することができる。

澆 監督当局に良い計理士制度を育てる熱意が足りなかった

この点に関して具体的には「適宜に懲戒処分を行うことによって一般予防的な効果を
────────────
１１ このように在学中の全期間にわたって学業に専念するのは会計士になるというキャリアコースを選択し

ない大学生も同様である。筆者の見聞きしたところでは，英国の大学生は日本の大学生のような 3回生
の秋に始まるような就職活動は行わない。卒業の半年くらい前から行うか，場合によっては卒業後，ワ
ーキングホリデーなどを経験した後に一般企業に就職する人たちも多い。このような就職活動の仕組み
は大学の教育システムと大学生に良い効果をもたらすことは明白であろう。就職活動の早期開始とダブ
ルスクールが大学の教育課程の空洞化を招来しているのは紛う方なき事実である。
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挙げ，全体の計理士の水準を上げて行く。又登録されておる者についても，現実に業務

をやっておるかどうかを常にキャッチして，業務を行っていない者は登録簿から削除し

て行
12

く」ことを熱意の具体例と指摘している。これは上記の漓と重複しているが，監督

当局のこのような監督行為が良い計理士を育てることにつながっていると本気で考えて

いたのだとしたら，監督当局の思い上がりは甚だしいと言わざるを得ない。良い計理士

制度を育てるのは監督当局ではなく良い計理士にほかならないからである。このこと

は，英国の会計士制度が発展したのは会計士による自発的な動きの活発さがその原動力

になっていることを理解すれば明白であ
13

る。

潺 わが国には監査証明の業務に対する要求がほとんどなかった

これが相当重要な問題だという認識を示したうえで，林事務官は日本経済の根本構造

を指摘した。それは，日本経済は間接金融を中心にしていたという実態を，そのことが

良かったのか悪かったのかといった評価を抜きにして，次のように説明した。すなわ

ち，日本では「・・・大衆の蓄積資本は預金という形で銀行に集中され，銀行がこれを

貸付ける。そして銀行に融合された金融資本と所謂財閥の巨大なコンツェルンとが一体

になって，株式などの投資を殆ど決めておった。従って投資株主或は社債権者の健全な

投資大衆が十分発達しなかったのではない
14

か」と述べた。

日本国民が銀行預金を好んだ，そして現在も好む傾向のあることはわれわれ自身がよ

く知っているところである。また，その資金を銀行が貸し付けることになるが，わが国

では財閥を核とする金融資本がその資金を利用する仕組みができ上がっていたこともま

た，われわれ自身がよく知っているところである。そのような状況下では「銀行などは

自分で貸付先の経理を十分研究して監査しておりますから，その場合に公正な第三者の

監査を必要としない。又企業の方からしても，むしろガラス張りの企業経営をしない

で，まあ融資者たる銀行或いは親会社などと取引の秘密を守りながら融資を受けてゆ
15

く」のが自然の成行きであろうと林事務官は現状肯定的説明を続けるのである。

しかしながら，間接金融に偏重することの欠点は大正時代の帝国議会で「会計（監

査）士法案」が提案された際に第一次世界大戦の結果と国力との比較秤量をまじえなが
────────────
１２ 林大造述，日本計理士會代謄写，前掲書，6ページ。
１３ 周知のように，イギリスにはただ一つの会計士制度が存在し，会計士になるための国家試験が実施され

ているのではない。6つの有力な会計士協会がそれぞれ努力を重ねて，自会計士協会の登録学生を増加
させる努力を怠らない。一例を挙げると，イングランド・ウェールズ勅許会計士協会の登録学生向けホ
ームページは，
http : //www.icaew.com/index.cfm/route/158276/icaew_ga/en/Students/Students
英国勅許公認会計士協会の登録学生向けホームページは，
http : //www.accaglobal.com/students/
各会計士協会については，いささか古い記述になるが，拙稿「イギリスの職業会計士団体の現況」『同
志社商学』第 44巻第 2号，1992年，に詳しい。

１４ 林大造述，日本計理士會代謄写，前掲書，6−7ページ。
１５ 同書，7ページ。
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らすでに指摘されていたし，大規模株式会社がガラス張りの経営をしないことの問題点

もまた株式会社という仕組みの本質との関連で同様に繰り返し指摘されていたのであ

る。すなわち日本ではなおざりにされていた直接金融の重要性と企業のディスクロージ

ャーの重要性を根拠として会計専門職の制度を創設することの重要性は，この講演の 20

年以上前に繰り返し議論されたという歴史的事実が厳然と存在しているのである。

したがって，ここで林事務官がそのような歴史的事実に目を向けないで，わが国企業

の資本調達とディスクロージャーの現状を追認して説明を行うのは，勉強不足の発言の

域を越えて，確信犯的に世論（もしくは関係者）を誤導する説明であるような気がしな

いでもない。というのは，計理士制度ができ上がるまでにわが国においてどのような議

論が行われ，提案が行われたのか，そしてどのような曲折を経て計理士制度を創設する

こととなったのか，その経緯を知ることはそれほど困難なことではなかったはずだから

である。何も大昔の話ではなく，講演のわずか 40年ほど前から 20年ほど前にかけて行

われた，さらには，たった 1度限りではなく，繰り返し行われた議論だったからであ

る。その議論を振り返らないということは，意識的に無視しているとしか考えられない

ではないか。

潸 国が計理士というものを積極的に利用しようとしなかった

林事務官は戦時中の統制経済下に採用され現在も継続している原価計算による価格政

策において，計理士を積極的に利用しようとしていないが，これは「英国米国の例とは

根本的に違うと思
16

う」と述べて，国が計理士というものを積極的に利用しなかったこと

を最後の欠点として指摘している。

確かに，英国会計士の発展プロセスを跡付ける際に，「会計士と呼ばれる輩」という

判決文の中の表現でその社会的地位の低さが推測できる会計士が，やがて，長い伝統を

有する英国の専門職の仲間入りを果すきっかけが，第一次世界大戦の際に軍需品の原価

計算を行って社会の信頼を得たことが指定されているが，まさにこれと同じことが指摘

されているわけである。

しかしながら，潺でも指摘したように，明治・大正期の会計専門職創設のための様々

な議論を知っている立場からは，ただ積極的に利用しなかったのは申し訳ないと謝って

済む問題ではなく，むしろ，それが「英国米国の例とは根本的に違う」ことを知ってい

ながら積極的に利用できる会計専門職制度を創設しなかったことの方に大きな問題があ

る，と思われて仕方ないのである。

【デジャヴ】

ここでも各論点に異論を挟む気持ちはさらさらない。しかしながら，これらの点につ
────────────
１６ 同書，7ページ。
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いても，わが国においてはすでにこの論点が明瞭に示されていたのではなかったか，と

いう既視感に襲われるのである。

というのは，1909年に農商務省商務局の公表した『公許会計士制度調査書』の「公

許会計士」は英国のチャータード・アカウンタントを調査したうえで報告された会計士

像なので，

�公許会計士は会計専門職であるがゆえに「公共的性格」を備えていること，

�公許会計士の業務の中で最も重要なのは監査であること，

�監査に必要なのは独立性と専門性であること，

などが明確に認識されており，それとの対比で，商法制定後わずか 10年を経ずして当

時の監査役監査の無機能化が厳しく指弾されていたのであ
17

る。

そして，公許会計士の制度ができた後の弊害として予想されていた

1．賄賂を伴う不正行為の発生

2．会計士の増加に伴う競争による弊害

3．自称会計士の発生

がいずれも会計士の仕事が重要であるという理由，および，それゆえに会計士の収入が

莫大であるという理由から予想される弊害であり，まさに高度な会計専門職である公許

会計士であるからこそ予想される弊害なのであ
18

る。

したがって，『公許会計士制度調査書』が提案した会計専門職が創設されていたなら

ば，その内容は計理士とは大きく異なった，まさに林事務官の説明している要件を備え

た会計専門職となっていた蓋然性が高かったのではないかと想像されるのである。

ところが，明治末から大正時代を通して活発に議論された「公許会計士」も「会計監

査士」も「会計士」も，結局は職業会計士として創設されることはなかった。帝国議会

に提案されるたびに少しずつ形を変え，次第に骨抜きにされながら，それらに代わって

1927年に制度化されたのが，林事務官の講演の中で酷評されている「計理士」なので

ある。と言うことは，「漓計理士法には制定当初から固有の欠陥があった」のも「滷資

格そのものの社会的地位が低かった」のも，詰まるところは，計理士という職業会計士

が，計理士法が制定される以前の活発な議論で会計専門職の要点についての議論が尽く

されていたにも係わらず，要点を巧妙に取り除いて創設された職業会計士だったことが

災いしているのは火を見るより明らかなのであ
19

る。

さらに，「澆監督当局に良い計理士制度を育てる熱意が足りなかった」という発言

は，「公許会計士」，「会計監査士」，「会計士」が政府の強い反対で職業会計士として認

────────────
１７ 拙著，130−133ページ。
１８ 同書，152−154ページ。
１９ 詳しくは，同書の第 5章と第 6章を参照のこと。

わが国における公認会計士制度創設の意図とデジャヴ（百合野） （ 219 ）１１



められなかったプロセスをたどれば，実は，熱意が足りないというレベルではなく，育

てる気持ちなどまったくなかったと言った方が適切だということは明らかであると考え

られるのである。

しかし，「潺わが国には監査証明の業務に対する要求がほとんどなかった」ことにつ

いては，「なかった」のではなく，「監査証明の業務に必要であるとの主張を容認しなか

った」と言い換える必要があると考える。上述したように，間接金融にのみ偏重するこ

との問題点は大正時代の帝国議会で「会計（監査）士法案」が提案された際に第一次世

界大戦の結果と国力との比較秤量をまじえながら明瞭に指摘されていたし，大規模株式

会社がガラス張りの経営をしないことの問題点も株式会社という仕組みの本質との関連

で同様に繰り返し指摘されていた。そして，それらとの関連で必要とされた会計士の業

務の第一番目のものとして，「監査」がはっきりと指摘されていたのであ
20

る。

3．計理士を公認会計士に置き換えなければならない根拠

林事務官は，説明したような欠点があったゆえに育てられてこなかった計理士制度を

取り巻く環境が戦後劇的に変わることとなり，そのために計理士制度を改正しなければ

ならなくなったとして，証券の民主化および外国の民間資本導入という二つの社会的要

請を指摘した。

漓 証券の民主化

周知のように，戦後の占領政策によっていわゆる証券民主化政策がとられたが，その

具体的な施策や金額などに関して林事務官は次のように説明し
21

た。

�財閥解体によって巨額の有価証券が民間に放出されることとなり，それによって今

まで財閥，金融資本に独占されていた株式，社債が投資大衆の間に分散されて，健

全な投資大衆が生まれる

�独占禁止法によって会社の保有株式が放出されるとともに，会社の株式所有が原則

として禁止されるため，これまでの親会社・子会社関係という会社の支配関係が根

本的に崩れて，投資大衆が会社の支配層になる

�企業再建整備の過程で発行されることが予想される 4百億ないし 5百億円と推定さ

れる膨大な株式が一般大衆に吸収される

�国が財産税や戦時補償特別税等で物納を受けた株式や閉鎖機関の株式を民間に放出

する

これらの影響によって，「日本の経済構造が根本的に変ってきましたので，ここに健

全な投資大衆の保護が喫緊の要請になって参りまし
22

た」と説明するのである。そして，
────────────
２０ 詳しくは，同書，第 6章を参照のこと。
２１ 林大造述，日本計理士會代謄写，前掲書，8ページ。
２２ 同書，8−9ページ。
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この講演中，「健全な」という修飾語が頻繁に用いられていることが目を引く。

しかしながら，そのために制定された証券取引法には，

「証券取引委員会は，この法律により提出される貸借対照表，損益計算書等の財務計算

に関する書類が計理士の監査証明を受けたものでなければならない旨を証券取引委員会

規則で定めることができる」（第 193条）

との規定があって，林事務官は「・・・ここに計理士が公けに初めて公正な第三者と

しての地位を認められたわけでありま
23

す」と述べている。

ところが，このように述べた直後，まさに舌の根の乾かないうちに，林事務官は「こ

ういう重大な役目を果すには，とても現在の計理士では果せない，現在の計理士は玉石

混淆で非常に優秀な方もおられるが，質の悪いものもいる。従って現在の計理士を改め

て，監査証明の能力を十分に備え，而も社会的に相当信用ある公認会計士を作り上げる

必要があるということになったわけでありま
24

す」と，計理士はその人的水準の低さゆえ

にこの制度を担うに適しておらず，新たに公認会計士という専門家の制度を創設しなけ

ればならないという主張を展開するのである。この講演を主催した日本計理士会，実質

的には聴衆の計理士たちは，どのような顔をしてこの林事務官の論理の展開を聞いたの

であろうか。

滷 外国の民間資本導入

公認会計士監査制度の構築に対するもう一つの社会的要請が海外の民間資本をわが国

に導入する必要があったということに関しても周知の事実であるが，興味深いのは林事

務官の次の発言である。すなわち，海外の資金を導入するについて考慮しなければなら

ないことがあって，「外国，殊に米国の投資家は，会社の経理ということに対しては非

常に敏感でありまして，戦前においても向うの投資家は向うの CPA を連れて日本の投

資先の経理を監査さしておったということによって分るように，向うからの投資を導入

するにはどうしても，投資を受ける日本の会社の経理が向うの CPA に匹敵するような

計理士によって監査され証明されることが必要であると言えると思いま
25

す」と述べてい

るのである。

つまり，彼は，戦前の日米が緊張関係に入る前には，米国の投資家が CPA に依頼し

て投資先を監査させるという慣行が行われていたことを知っていた。しかも，米国の

CPA の水準が高くて，わが国の計理士ではとてもそれに匹敵する監査を行うことがで

きないことも予想していたのである。

明治・大正期の会計専門職創設のための様々な議論を知っている立場からは，外資の

────────────
２３ 同書，9ページ。
２４ 同書，9−10ページ。
２５ 同書，10ページ。
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導入のためにディスクロージャーのシステムを創設することが必要であるということ，

および，その仕組みを支えるためには英国や米国の会計士に範を取った会計専門職創設

の必要性が明治末から大正時代をとおして非常に活発にかつ論点明瞭に議論されていた

にも係わらず，結果としては，そのような専門職が創設されることはなく，ここで振り

返っている戦後のディスクロージャー制度創設にあたって「どうしても計理士制度を変

えなければいけないことになりまし
26

て」と現に存在している制度それ自体がいとも簡単

に否定しされてしまうような低水準の会計に関連した職業を作っておきながら，そのこ

とについての自分たちの反省もそこそこに，新たに監査証明の能力を十分に備え，しか

も社会的に相当信用ある公認会計士の制度を作らなければならないと主張するのは，身

勝手な言い分ではないかという印象をぬぐうことができないのである。

【デジャヴ】

「証券の民主化」は戦後の GHQ の占領政策との関係で用いられる用語であるし，「外

国の民間資本導入」も戦後のわが国でディスクロージャー・システムが構築された際の

キーワードであるから，その限りにおいてはこれらの論点にも異論を挟む余地はないよ

うに思われる。しかしながら，1948年の日本が進駐軍の占領下にあったという事実を

前面に出すのではなく，明治維新以来のわが国の経済環境一般論としてこれらの点を再

検討すると，やはり既視感に襲われることとなる。わが国においては，国民一般が証券

を保有することの重要性と，外国の民間資本を導入することの重要性は，すでに明治末

において明確に認識されていたのである。

『公許会計士制度調査書』が会計士制度の利点として掲げている「企業を振興し，経

営を確実」にするのは，そのことが「社会ノ資本ヲシテ最モ確実ナル途ニ移転セシムル

手段ヲ得」る方策であって戦後の証券取引法の立法の精神に適っているし，「外資の導

入が促進される」のはまさに外国の民間資本導入そのものにほかならないのであ
27

る。そ

の当時にはこれらの重要性に目を向けることなく，かたくなに会計専門職の創設に異議

を唱えつづけておきながら，今回はどうして新たな職業会計士の創設が必要だと声高に

主張されるのであろうか。その理由として一つ考えられるのは，私が自分の著書や論文

でしばしば論じている「外圧」の存在である。「日本は占領下にあった」ということほ

ど大きな外圧はなかったであろうから。

4．公認会計士の将来の発展方向

新たに創設される公認会計士制度がわが国でどのように発展すると想定されていたの
────────────
２６ 同書，10ページ。
２７ 詳しくは，拙著の第 5章と第 6章を参照のこと。

同志社商学 第６１巻 第４・５号（２０１０年１月）１４（ 222 ）



であろうか。林事務官の説明は大変興味深いものである。

想定されている人数は，「若し優秀な方が沢山あれば，公認会計士が沢山生まれるこ

とになりますし，若し優秀な方がおられなければ，公認会計士は僅かしか生まれな
28

い」

と言っておきながら，証券取引法を運用する観点からは，将来発行される証券の数と，

それから導き出される監査対象会社の数，その監査に必要な日数などを基礎とすると，

最低限 2～3百名から 2～3千名と一桁違う人数が例示されている。そして「水準を落さ

ない」という言葉が繰り返された。

このような公認会計士が社会に提供する職能は，「漓公正な第三者としての職能」と

「滷専門的な技術を提供する職能」の二つである。後者は清算人や帳簿書類の調製・調

査が例示される程度であったが，前者には重要な大蔵省の基本的姿勢が示されていたの

である。

漓 公正な第三者としての職能

これには二つの監査が想定されていた。その第一は株式会社の株主と社債権者の利益

を守る立場であり，第二は税務会計監査の問題だとするのであるが，前者の重要性につ

いて述べたあとに次のような驚くべき発言があった。

すなわち，「将来公認会計士が質的にも量的にも非常に優秀になって参りますれば，

今のように概して取締役に従属しておるような監査役による監査は意味がないから，監

査役制度を根本的に考え直そうという動きの高まる時期が来るかと思います。米国にお

いては監査役制度はないし，英国においては先程申し上げた会社法によってチアーター

ド・アカウンタントが監査役になるという制度が設けられておるし，ドイツのナチスの

改正株式法によれば，監査役の外に計理士の監査証明が必要であるということになって

おります。こういう点について一度反省される時期が参るかと考えま
29

す」と述べて，英

米独の実例に簡単に触れつつ，わが国の監査役監査の欠陥とその改善の必要性，およ

び，その改善方策には公認会計士の制度が大いに役立つだろうという見込みを，きわめ

て断定的に述べているのである。

この点についても，すでに述べたように，明治・大正期の会計専門職創設のための

様々な議論を知っている立場からは，商法が制定されてわずか 10年を経ずして監査役

監査が形骸化していたこと，および，それを改善するためには英国や米国の会計士に範

を取った会計専門職の創設が必要であることが明治末から大正時代をとおして非常に活

発にかつ論点明瞭に議論されていたにも係わらず，そのような会計専門職を創設するこ

とにも形骸化した監査役監査の建て直しにも一貫して強い反対の態度を取りつづけたの

が政府だったことが歴史的事実であるにもかかわらず，今，その必要性を主張している
────────────
２８ 同書，11ページ。
２９ 同書，12ページ。
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のが大蔵官僚だということに強い違和感を感じるのである。政府は会計専門職の必要性

も監査役監査の無機能化も承知の上で監査を行う会社専門職の創設に対して反対の態度

を取りつづけたのだということを改めて思い起こすのであ
30

る。

最後に，内部監査と官庁監査にも触れられる。前者は継続監査なのでその機能がなく

なることはないと述べ，後者については公認会計士が果せる官庁監査はなくなるとして

も官庁監査の重要性は今後もなくならないと断言するのである。それは，証券取引法第

26条に規定されている証券取引委員会の臨検検査権であって，この権限は相当広範に

認められているとの認識のもと，次のように言い放つのである。すなわち，

「証券取引委員会の臨検検査権が認められておるということは，謂わば公認会計士に

対する監査というような面も持ってくるのではないかと思います。公認会計士と雖もや

はり会社との利害関係がありますので，会社の勢力に対抗して，不正を不正，正を正と

断じ切ることは，なかなか難しいわけであります。そういう公認会計士の蒙る圧迫を排

除するためには，背後にそういう証券取引委員会の監査が控えておることが必要であ

る。これはアメリカの歴史に徴しても同様なことがいえまして，証券取引委員会の監査

証明陣営が相当豊富で，これがアメリカの CPA の業務正当性を保障しているといわれ

ておりま
31

す。」

このように，公正な第三者としての職能についての説明は，最後には証券取引委員会

の臨検検査権を公認会計士監査の権限の源泉であると指摘してこの部分の解説を終了す

るのである。

Ⅲ むすびにかえて

本稿で考察したように，戦後の公認会計士監査制度のスタート時点で認識されていた

いくつもの論点は，実はその 40年前の明治時代末から 20年前の大正時代にかけて，す

でに的確に認識されていた。

第 2章で述べた論点以外の論点も網羅して，大正時代の会計監査士法案と会計士法案

の論点をまず時間の経過に従って簡潔にまとめた後に，論点別にまとめると次のように

なる。

────────────
３０ 職能の 2番目に「税務会計監査」の問題が指摘されるが，それに関連して「税務代理士は納税者の代理

人に過ぎない・・・から・・・少し資格が落ちても一般第三者に迷惑がかからない」と言いつつ，「恐
らく公認会計士は税務代理士を兼ねることによって，税務監査についても相当の職能が果されるのでは
ないか」と予想し，3番目には「統制経済下の原価監査」と「労働委員会での企業の賃金負担応力の決
定」に資することはできないかとの見解が示されるが，本稿の主題との関連は乏しい。（同書，12−13
ページ。）

３１ 同書，14−15ページ。
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★時間の経過に従ったまとめ

☆第 36帝国議会

提案者の主張

�背景は，銀行・事業会社の破産続出

�監査役監査の無機能化

�一般公衆の利益保護のための会計士監査の必要性

政府の反対意見

�商法違反

�人材不足

�利害対立

☆第 37帝国議会

提案者の主張

�背景は，直接金融市場の整備の必要性

�経営者不正が社会におよぼす悪影響の大きさは甚大

�一般公衆の資金を集めた株式会社は公開主義でなければならない

政府の反対意見

�総論賛成

�監査役・監事で十分

�社会的ニーズの不存在

☆第 40帝国議会

提案者の主張

�監査役・監事制度の形骸化

�（シグナリングと同じ論拠に基づき）任意監査でも社会的ニーズは生まれる

政府の反対意見

�強制監査でなければ社会的ニーズは生まれない

�監査役で十分

☆第 41帝国議会

提案者の主張

�背景は，株式会社の巨大化と国民経済に対するその影響の大きさ

�プライベートセクターによる監査の重要性

�株式会社以外の監査対象の重要性
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政府の反対意見

�監査役で十分

�法律制定以前に会計士の組織を作ることが先

�人材不足

☆第 42帝国議会

政府の反対意見

�任意監査では効果がない

�任意監査では人材不足は見えている

★主要な論点別のまとめ

論点 1 経済社会と株式会社に関連して

�間接金融に対する直接金融の優位性が指摘されていた

�巨大株式会社が国民経済におよぼす影響の大きさが認識されていた

�経営者不正が社会におよぼす悪影響の大きさと，それをチェックすることの重要性

が認識されていた

�会計士監査を通して巨大株式会社を国民が監視することの重要性が認識されていた

論点 2 株式会社のディスクロージャーの重要性とわが国の現状の問題点

�株式会社における公開主義の重要性が指摘されていた

�株式会社という欧米の制度を採用しておきながら，監査については欧米の制度を採

用しないというわが国の重要な問題点（制度構築上の欠陥）が指摘されていた

論点 3 会計士の主要な業務とその特徴

�会計士の業務中，監査の重要性が認識されていた

�会計士の独立性と専門性が認識されていた

�会計士の公共的性格（会計士業務は株主保護よりも一般大衆保護の性格が強い）が

認識されていた

論点 4 会計士監査システムを必要とする根拠と構築後の効果

�委託受託関係におけるアカウンタビリティーの重要性が認識されていた

�会計士監査のシグナリング効果が認識されていた
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論点 5 会計士監査システムの汎用性

�株式会社以外の監査対象が幅広く認識されていた

�パブリックセクターが担当していた監査にプライベートセクターの監査が代わるこ

との意義が認識されていた

このように，林事務官の講演で触れられている会計士監査システムの重要性に関する

論点は，その 40～20年前においてすでに議論が戦わされていたきわめて重要な論点で

あった。したがって，たとえ 1948年の講演内容が私にデジャヴを感じさせるものだと

しても，会計士監査システムのスタートにあたってその重要な論点が再認識されること

はきわめて重要なことであると考える。

ところが現実には，このように重要な社会的期待を担って創設された公認会計士は，

その後林事務官の講演の中に出てくる「今のように概して取締役に従属しておるような

監査役による監査は意味がないから，監査役制度を根本的に考え直そう」という機運に

は結びつかなかったし，創設以来 60余年を経た現在の公認会計士業界のパイは，冒頭

に述べたように決して大きいとは言えないのである。

そのような現実を踏まえて，パイの大きさは社会的期待の大きさを反映しているのだ

と冷たく片づけてしまえば，それはそれで簡単なことであるかも知れない。しかし，歴

史は繰り返すものだという冷静な考え方に立つと，そのパイの小ささには別の側面が見

えてくるのである。

すなわち，林事務官の「官庁監査の重要性は今後もなくならない・・・公認会計士に

対する監査・・・の面を持ってくる」という言葉は，実は，大正時代に延々と議論され

た会計（監査）士法案が，第 50帝国議会（1925）において，その条文から「監査」の

二文字を消し，実務経験に関する条項も削除したことを契機に立法に向けて前進し，会

計士業界の監督官庁をどこにするかという準備のための議論に進んだことを思い起こさ

せるのである。この動きは，名称を会計士から計理士へと変えて 1927年のわが国最初

の職業会計士制度の創設につながったのであるが，この計理士の実態は，この講演で林

事務官に扱き下ろされた低水準の職業会計士だったということを忘れてはならない。

とすれば，現在の，この厳しい環境のもとで核心部分を探るとすれば，会計士監査シ

ステムを支えるものはまさに「公認会計士は……国民経済の健全な発展に寄与すること

を使命とする」という公認会計士法第 1条の精神に求められるということであろう。こ

の会計士の社会的使命の不変性を認識したうえで，そのためには国民にどのようなサー

ビスを提供することが必要なのかについて会計士自身が考えて主体的に行動することが

第一番目に求められるであろう。この点については，明治時代から大正時代のわが国の

開業会計士のとった行動をデジャヴとして感じたくないと私は切に願っている。
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